
企業会計における
当期利益の計算

課税所得と
法人税額の計算

・原材料費
・人件費
・減価償却費
・支払利息　
・法人事業税　等

企業会計上は費用とならないが、税務上は損金とするもの等

減算

加算

欠損金の繰越控除
租税特別措置による所得控除
受取配当等の額　等

課税所得
税引前
当期利益利益

費用

収益

算出税額 法人税額

税額控除×税率

・所得税額控除　
・外国税額控除
・租税特別措置に
 よる税額控除　等

企業会計上は費用となるが、
税務上は損金とはしないもの等
一部の引当金への繰入額
一定額を超える交際費、
寄附金の支出額　等

　法人税は、法人の企業活動により得られる所得に対して課される税
です。法人の所得金額は、益金の額から損金の額を引いた金額となっ
ています。益金の額とは、商品・製品などの販売による売上収入や、土
地・建物の売却収入などで、また、損金の額とは、売上原価や販売費、災
害等による損失など費用や損失に当たるものです。（実際は、下の図の
ように企業会計上の税引前当期利益を基礎に法人税法の規定に基づく
所要の加算又は減算（税務調整）を行い、所得金額を算出します。）

　法人税額は、そうして得られた所得金額に税率をかけて税額控除額
を差し引くことで算出します。

法人税について1
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 （注） 法人所得に対する税率（国税・地方税）。地方税は、日本は標準税率、ドイツは全国平均、米国はカリフォルニア州、カナダはオンタリオ州。 
　　 　なお、法人所得に対する税負担の一部が損金算入される場合は、その調整後の税率を表示。 
（出典）各国政府資料 

（2022年1月現在）

日本 英国イタリアフランスカナダ米国ドイツ

29.74% 29.83% 27.98% 26.50% 25.00% 24.00% 19.00%

25.00%

2023年
４月からの
最高税率
（予定）

　法人課税をより広く負担を分かち合う構造へと改革し、「稼ぐ力」の
ある企業等の税負担を軽減することで、企業に対して、収益力拡大に
向けた前向きな投資や、継続的・積極的な賃上げが可能な体質への転
換を促すため、「課税ベース（課税の対象となる範囲）を拡大しつつ税
率を引き下げる」という方針の下で法人税改革が進められました。

　この成長志向の法人税改革は、平成27年度改正から始まり、改革
2年目である平成28年度改正で、目標とされていた「法人実効税率
20%台※」が実現しています。

法人実効税率の国際比較

「成長志向の法人税改革」について2

※37.00％（改革前）→32.11％（平成27年度）→29.97％（平成28・29年度）
　→29.74％（平成30年度～）
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